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平成２１年度 事業実績報告 

 

平成２１年度は、平成２０年度に引き続き、調査研究事業及び研修・出版事業の推進に

努めたところであるが、国の公共事業削減など、近年の厳しい事業環境のもとで、事業実

績は前年度を下回った。 
第１に、調査研究事業にあっては、地方公共団体、独立行政法人等に企画提案を行い、

５件の調査を受託した。また、地方公共団体及び社会貢献活動を行う民間企業からの受託

により、研修交流支援業務を実施した。さらに、自主研究では、新たに、自治体政策支援

情報サイトを構築した。 
第 2 に、研修・出版事業にあっては、資格取得希望者に対し、インターネット等により

広く技術検定試験、受験準備講習会等の情報提供を行い、講義内容及び教材の充実を図り

ながら、土木、建築、管工事及び電気工事の４部門の施工管理技術検定試験のための受験

準備講習会を全国的に展開した。また、建設技術者の技術力向上のための教育図書、専門

技術図書の出版を行った。 
 

Ⅰ 調査研究事業 

 

[１] 調査研究 

 

１．受託調査研究 

  
受託調査のテーマは、災害リスク評価 Web サービスシステムの開発、地域開発動向調

査、環境対策条例調査、イノベーション人材育成実態調査等である。受託調査の実績は、

次のとおりである。 
 

＜受託調査実績：税抜き＞ 

受 託 先 件数 契 約 額 
(千円) 

独立行政法人 1 6,600 
各種団体・民間 4 6,373 

計 5 12,973 
 

２．研修交流 
 

研修交流支援業務の実績は、次のとおりである。 
 
イ．創発塾（民間）に関する企画・運営業務 
ロ．新宿自治創造研究所（新宿区）「政策形成アドバイザー業務」 
ハ．埼玉県・栃木県・八王子市・いわき市「政策形成研修」等の研修講師業務 

 
３．自主調査研究 

 
平成２１年度に、新たに、自治体政策支援情報サイトの一環として、①全国ランキン

グを基本とした基礎自治体の姿を表わす指標についての統計情報サイト及び②地元発意

型の独自の地域づくり事例のポータルサイトを構築し、平成２２年度初めにインターネ

ット上で公開することとした。 
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Ⅱ 研修・出版事業 

 

[１] 研修 

 

１．受験準備講習会の実施状況 

      

１級・２級施工管理技術検定試験のための受験準備講習会、実力テストを全国２２３会

場で実施した。 

 

                ［   計   画   ］    ［   実   績   ］ 
  会場        人     会場         人 

土  木   ５４   ４,６７０    ５６    ３,５６１ 
建  築   ４８   ３,７３０     ５３    ２,９３４ 
管 工 事     ５３   ３,８７０     ５４    ３,８３８ 

   電気工事    ５７   ４,９５２     ６０    ４,９５３ 
 合  計   ２１２  １７,２２２      ２２３  １５,２８６      

   
２． 研修事業の取り組み 

 

（１）募集業務等の推進 

イ．業界団体との連携を強化し、団体の会員等の関係者に情報提供を行った。 

ロ．一部の業界団体に地元受講受付業務を委託し、募集業務の円滑化を図った。 

ハ．ホームページからの資料請求者に積極的に講習会の情報を配信し、また、ホームペ

ージに実力テスト体験版を掲載するなど広報の充実を図った。 

 

（２）講習内容及び教材の充実 

イ．過年度試験問題を分析し、傾向と重点を整理し、より一層受験対策に役立つよう教

材及び講義内容等の充実を図った。 

ロ．受講申込者に予習用教材を事前に送付し、受講者の学習意欲を高め、講習効果の向

上を図った。 

ハ．受講者及び一般受験者を対象とする１級学科試験直前実力テスト（会場参加型、在

宅参加型）を実施し、学習効果の向上を図った。（参加者数 5,555 人） 

ニ．実地試験の対策として、施工経験記述に関する教材、講義方法及び添削指導の充実

を図った。（添削数 4,352 件） 

 

（３）講師陣容の拡充 

関係機関及び関係団体の協力を得て、広く人材を求めるとともに、新規の講師には

事前説明を行うなど、講師陣容の拡充・強化を図った。（講師数 380 人） 

 

（４）関係団体主催受験準備講習会の後援 

各県土木施工管理技士会等関係団体が主催する土木施工管理技術検定試験受験準備

講習会を後援し、講師のあっせん、講習会用資料の提供等を行った。 

（63 会場、2,413 人） 

 

（５）建設技術者育成の支援 

工業高校生等に２級施工管理技術検定･学科試験向けの学習用教材を１４，０００部

提供し、資格取得の支援を行った。 
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[２] 出版 

 

１．図書の発行 

 

土木施工管理技術テキスト 土木一般編（改訂第１０版）等既刊図書１３種類の改訂を

行った。 

 

２．販売 

 

（１）改訂図書の早期発行（概ね施工管理技術検定試験願書販売開始の 1 ヶ月以上前）を

実施し、書店等からの注文受付、インターネット等での直接販売を早い段階から行っ

た。 

 

（２）図書目録・新刊案内等を早期に作成・配布するとともに、書店に対し「施工管理技

士情報」（試験情報）を時期ごとに FAX にて一斉送信し、タイムリーな品揃えを促すこ

とにより、図書購入者の利便性の向上を図った。 

 

（３）会社の研修・資格担当者やポリテクセンター（職業訓練校）、専門学校等へ新刊案内

等を直接送付し、教材への採用に向けたＰＲを行った。 

 

（４）「ちいき倶楽部」会員及び図書購入履歴のある顧客会社に対し、図書代の割引や送料

サービス等の特典についてのＰＲを行った。 

 

販売実績 

        ［計      画］     ［実      績］ 

            種類     部         種類      部 

教 育 図 書    43   130,800         43   119,742 

専門技術図書     17      7,045            15    7,510 

      合    計        60     137,845           58   127,252 

 

[３] 研修企画・広報 

 

（１）建設関係資格試験・検定案内ポスターや建設関係資格取得マニュアル（平成 21

～22 年版）の配布及びメールマガジンの配信を行った。また、ホームページを活用

し、施工管理技術検定試験日程、受験資格、受験準備講習会、受験参考図書、建設

業関連の法令改正等に関する情報提供を行った。 

（ポスター 59.000 部、マニュアル 91 部、メールマガジン 16 回） 

 

（２）建設関係資格・相談デスクを設け、建設企業、技術者等からの質問に対し、資格

制度及び受験資格、取得のための手続き、試験実施機関の紹介等を行った。 

（質問・相談件数 55 件） 

 

（３）ホームページのリニューアルにより、受験準備講習会、図書案内ページをわかり

やすくするとともに、インターネットによる受験準備講習会・図書購入の申し込み

受け付け手順を簡単にするなど利用者の利便性の向上を図った。また、「ちいき倶

楽部」のマイページを開設し、会員への各種情報提供及び受験準備講習会・図書購

入申し込みに伴うサービスの充実を図った。 

（「ちいき倶楽部」会員数 5,085 社） 
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Ⅲ 庶務事項の概要 

 

１．理事会・評議員会に関する事項 

 

（１） 理 事 会 平成２１年５月２８日（木） 地域開発研究所会議室 

           平成２０年度事業実績報告及び収支決算案の決定に関する件 

 

（２） 評議員会 平成２１年５月２８日（木） 地域開発研究所会議室 
平成２０年度事業実績報告及び収支決算案の同意に関する件他 

 

（３） 理 事 会 平成２１年１２月２日（水） 地域開発研究所会議室 
専務理事の互選に関する件他 

 

（４） 評議員会 平成２１年１２月２日（水） 地域開発研究所会議室 
専務理事の互選に関する件他 

 

（５） 理 事 会 平成２２年３月２５日（木） 地域開発研究所会議室 
平成２２年度事業計画及び収支予算案の決定に関する件他 

 

（６） 評議員会 平成２２年３月２５日（木） 地域開発研究所会議室 
          平成２２年度事業計画及び収支予算案の承認に関する件他 

 

２．職員に関する事項 

 
職員数（平成２２年３月３１日現在） 

                          名 
（１）調査研究業務従事職員   ４ 
（２）研修・出版等業務従事職員     ２７ 

合    計         ３１ 
 

３．許可､認可､承認､証明および報告に関する事項 

 
諸報告に関する事項 

 

（１）平成２１年４月７日、国土交通大臣に対し、平成２１年度事業計画、収支予算

を報告した｡ 

 

（２）平成２１年６月１７日、国土交通大臣に対し、平成２０年度事業報告、収支決

算及び同年度末財産目録を報告した。 

 

（３）平成２1 年６月２５日、国土交通大臣へ次の事項の登記完了を報告した。 

理事の変更に関する件 
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（４）平成２１年９月１５日、国土交通大臣へ次の事項の登記完了を報告した。  

理事の変更に関する件 

 

（５）平成２１年１２月１４日、国土交通大臣へ次の事項の登記完了を報告した。  

理事の変更に関する件 

 

４．寄付に関する事項 

 
教育研究機関等に対し、次の寄付を行った。 

（１）全国設備工業教育研究会  １００,０００円 
（２）東日本建築教育研究会    ５０,０００円 
（３）西日本工高建築連盟     ５０,０００円 


